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１.はじめに 

弊社が２０２１年に上場企業を対象として実施した調査によると、ニューノーマルを踏まえた取組

みとして、特に「在宅勤務やリモートワークを想定した緊急対応体制」を課題として捉え、再構築し

ようとしている企業が多く、約４割に上ることが分かった【表１】。 

ここでは、かかる緊急対応体制を「リモート災害対策本部」と呼ぶが、本稿では、従来の災害対策

本部から「リモート災害対策本部」に再構築（アップデート）するために必要なポイントを解説する。

なお、解説にあたっては、今後、発生が懸念される首都直下型地震や南海トラフ地震等の「地震リス

ク」を想定した。 

 

 

 

 

No. 21-023 

【要旨】 

 ■新型コロナ禍を契機にリモートワークは多くの企業に浸透しており、緊急時体制もリモート

ワークを前提としたものへと再構築（アップデート）していくことが必要となる。 

■本稿では、緊急事態発生からの経過時間や求められる役割によって変わってくる「被災現場

業務とリモート業務の関係性」や、「リモート業務の特性」に着目して、これらアップデー

トを実施する際のポイントを具体的に解説する。 

 

 

【表１】新型コロナウイルス流行を踏まえ、既存ＢＣＰの見直しを実施（検討）している項目 
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２. リモート災害対策本部へのアップデートの必要性 

 そもそも、前提として、「リモート災害対策本部」へのアップデートは何故必要なのだろうか。こ

の点、以下２点の側面からその必要性を解説する。 

 １つ目は、新型コロナウイルス感染症を契機に浸透した「テレワーク」の存在が大きい。企業がテ

レワークを採用・継続する流れは「不可逆的」であり、完全に元に戻ることはないと言われている。

このような状況の中で災害等が発生した場合、テレワーク中の社員は災害現場にいないことになり、

全員が出社していることを前提とした災害対策本部体制では、人員不足が発生し運営が困難になる状

況が発生する。 

 ２つ目に、近年浸透してきた緊急時の安全配慮義務への配慮が挙げられる。激甚化する昨今の風水

害や新型コロナウイルス蔓延への企業の対応事例を見ると、従業員の安全を優先して事業所を閉鎖す

る等、安全配慮義務に配慮した事例が多く確認できる。このような状況の中で上記のような現場対応

をする人員不足が発生した場合、関係者が全員現場へ参集することを前提とした災害対策本部では、

二次災害等のリスクを企業が負うことになり適切な対応とはいえない。災害対策本部要員の安全を確

保する意味でも、テレワークで対応可能なものはテレワークで実施する等の、柔軟な対応が必要とな

る。 

 

３．リモート災害対策本部へのアップデートの方向性 

それでは、「リモート災害対策本部」へのアップデートをどのように行えばよいのだろうか。まず

は、アップデートの大きな方向性について解説する。 

 

（１）経過時間や求められる役割によって被災現場とリモートの関係が変わることに留意 

「リモート災害対策本部」へのアップデートは、前記２の必要性を踏まえ、すべての業務をリモー

トで実施する形で見直しをすればよい訳ではない。災害等発生からの経過時間や求められる役割によ

って、リモートでなく現場で対応すべきなのか、リモート対応で完結するのか、現場とリモートで連

携して対応するのかが、変わってくることに配慮すべきである。例えば、災害発生直後に必要となる

救出救護対応等、人命安全に関わる対応は原則現場でしか実施できない。一方、取引先の被災状況の

確認等、人命安全確保の対応が一定落ち着いた後に実施する情報収集対応は、リモート対応で完結可

能である。また、現場で従業員の帰宅可否を判断する際に必要となる道路や鉄道の稼働情報等周辺情

報の収集は一定リモートで現場をサポートすることが可能である。 

そして、このように経過時間や求められる役割を踏まえアップデートを実施する際には、以下のポ

イントを押さえることを推奨する。 

①経過時間や求められる役割を踏まえ、対応事項ごとに「現場対応の必要性」を検証すること。 

②現場対応が必要な場合は「リモートによるサポート方策」を検討。リモートワークの導入により

現場のヒト不足が想定されるため、可能な限りサポート方策・対応手順を整理することが望まし

いが、一方で、応急救護対応等現場でしか対応できない業務があることや、電気・通信等の社会

インフラの途絶によりリモートによるサポートが提供できない場合も想定して、現場での対応マ

ニュアル整備、要員計画の見直し等の対策も同時並行で実施することにも留意。 

③現場対応が不要でリモート対応で完結する場合は、リモートによる業務手順を整理すること。 

 

（２）リモート対応実施局面ではリモート業務の特性を押さえた特別対応を検討 

 上記（１）においてリモート対応を実施する方向でアップデートをする局面では、以下のようにリ

モート業務の特性を踏まえた対策を講じることを推奨する。 

 ①リモート対応要員と現場対応要員、あるいはリモート対応要員と取引先等外部機関が活発にコミ

ュニケーションを取れることが大前提であるため、従来の電話・メールに加えて、ＷＥＢ会議シ
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ステムやＳＮＳ等のコミュニケーションツールを複数準備すること。 

 ②臨機応変な会議体の運営により災害対策本部全体で情報を共有することが困難なため、情報を集

約する場所（「箱」）を準備する、共有すべき情報項目について情報が集約されるツールを整理す

る、集約した情報を要約して俯瞰的に情報を把握できるツールを整理する等、災害対策本部全体

で適時情報共有が図れる仕組みを構築すること。 

 ③上記①コミュニケションツールや、②情報共有の仕組みの活用については、緊急時に確実に活用

できるよう平常時から訓練や教育を実施すること。 

 

４. リモート災害対策本部へのアップデート推進におけるポイント  

次に、前記方向性を踏まえ、リモート災害対策本部へのアップデートを推進する際の具体的なポイ

ントについて、以下解説をする。 

 

（１）既存対応事項を棚卸・分析のうえ対応事項ごとにアップデートの方向性を整理 

前記３（１）で、アップデートの方向性として「災害等発生からの経過時間や求められる役割によ

って対応体制等が変わることに留意」するよう解説をしたが、具体的にアップデートを推進する際は、

既存の対応事項を棚卸・分析し、対応事項ごとにアップデートの方向性を整理する対応が必要となる。

かかる分析等の実施においては、前記３（１）で解説したポイントを押さえた以下フローチャートを

活用すると、抜けのない分析が可能となる。 

 

 

 
 

本フローチャートに従って、災害時の初動対応について整理した結果を【図２】に例示する。 

初動対応フェーズについては、人命に直結する対応事項が多いため、アップデートの方向性は、「現

場単独」あるいは「現場担当をリモートでサポート」する対応が中心となる。 

 

 

 

 

【図１】既存対応事項の分析・整理フローチャート 
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また、同フローチャートに従って、事業継続対応について分析した結果を【図３】に例示する。 

事業継続対応フェーズにおいては、それらの対応の遅れが人命安全確保に直結するような１分１秒を

争うような局面でもなく、外部情報の収集など平常時からテレワークで実施している対応の延長と整理

できるものもあるため、アップデートの方向性としては、初動に比べて「リモートで完結」可能な対応

が多くなる。 

 

 

 
 

 

 

【図２】初動対応フェーズにおける対応事項分析事例 

【図３】事業継続対応フェーズにおける対応事項分析事例 
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 さらに、これら分析・整理の際には、対応事項の実施に紐づく各部門に対し、アンケート等を

行いながら進めるのも有効である。参考までにアンケート表を【図４】に例示する。 

 

判別 理由 判別 理由 判別 理由 判別 理由

対策本部の設

置業務
× 特に該当なし ×

出社しているメ

ンバーがいれ
ば、会議室の被
害状況等を確認
して、設置場所
を判断する必要

あり

○

WEB会議システム

の立ち上げ等（極
端に現場の負荷は

増えない）

組織内連絡窓

口・拠点内情
報のアナウン
ス

× 特に該当なし ○

テレワークの社

員を窓口にする
ことで、現場の

負荷を軽減

安否情報の取

り纏め
×

情報取り纏め自

体は人命直結し
ない

○
情報取り纏め自

体はテレワーク
で対応可能

物的被害情報

の取り纏め
×

情報取り纏め自

体は人命直結し
ない

○
情報取り纏め自

体はテレワーク
で対応可能

外部情報（進

度状況、火
災・津波発生
状況、交通網
等）

×
情報取り纏め自

体は人命直結し
ない

○
テレワークで対

応可能

近隣避難者へ

の対応方針立
案・指示

○

近隣住民の人命

に直結する依頼
が来る可能性も

あり

○

被害情報を基にし

た方針の立案（相
談等）は可能（管

理職必須）

×

本件に関してスキ

ル・経験・訓練の
実績がある者でな

いと厳しい

帰宅/待機方

針の立案・指
示

○
従業員の人命に

直結（安全配慮
義務）

○

被害情報を基にし

た方針の立案（相
談等）は可能（管

理職必須）

×

本件に関してスキ

ル・経験・訓練の
実績がある者でな

いと厳しい

対策本部長へ

の報告
× 特に該当なし ×

現場の実施事項

は現場より報告
した方が早い

○

一部情報について

はテレワークより
報告可能（極端に
現場の負荷は増え

ない）

対策本部の設

置業務会議内
容、活動内容
の記録

× 特に該当なし ○ 対応可能

◆災害対策本部事務局

・原則は事前に会社方針

　として策定し、発災時
　は現場で判断する
・当該判断を行える人員
　を増やす
・管理職以上が必ず現場
　にいるように、勤務体
　制を変更する

・原則は事前に会社方針

　として策定し、発災時
　は現場で判断する
・当該判断を行える人員
　を増やす
・管理職以上が必ず現場
　にいるように、勤務体
　制を変更する

STEP5：テレワーク環境

下で十分な対応ができる
ように、何をするか

対応事項

STEP1：人命に直結す

る対応事項か

STEP2：テレワークで

完全に対応できるか

STEP3：テレワークで現

場のサポートができるか

STEP4：現場にいる自部

署（班）以外の社員で対
応可能か

 

 

（２）コミュニケーション手段の確保 

 前記３（２）①でアップデートの方向性として、リモート対応実施局面ではリモート業務遂行の前

提となる「コミュニケーションツールを複数準備」する旨を解説したが、具体的にアップデートを推

進する際は、扱う情報の種類や目的により最適なコミュニケーションツールは変わるため、コミュニ

ケーションツールの特性（メリット・デメリット）を踏まえ、「どのようなシチュエーションで」、

「どのツールを使って」、「どの情報を共有するか」を整理していく対応が必要となる。 

【図４】災害対応の分析プロセス事例＿アンケート表（例） 
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 以下、代表的なコミュニケーションツールであるＷＥＢ会議システム、ＳＮＳ・チャット、電話等

通信機器の３つのツールのメリット・デメリットを【図５】で例示する。前記のとおり、ツールは１

つに絞らずに複数準備することが望ましいが、緊急時に確実にツールを活用できるよう普段から使い

慣れているツールを活用するとの視点も重要である。 

 

 

 

 

なお、これらコミュニケーションツールを使用する前提として、通信回線および電源の確保の重要

性にも留意が必要である。これらを確保する対策として、複数の通信キャリアと契約して通信回線の

途絶リスクを低減したり、経営層や主要な災害対策本部要員の自宅にバッテリーを配備したりする企

業がある。また、これらを確保できなかった場合の対策として、災害発生時に、通信や電力が使用可

能な比較的被災程度の軽い地域の拠点を選定し、そこに「代替災害対策本部」を立ち上げるルールを

構築している企業や、平常時から、通信や電力が使用可能な非被災地域の拠点に「代替災害対策本部」

を立ち上げる準備（代替災害対策本部の役割、設定基準、災害対策本部への引継ぎ手順の整理等）を

している企業もある。 

 

（３）適時情報共有が図れる仕組みの構築 

 前記３（２）②でアップデートの方向性として、リモート対応実施局面では、臨機応変な会議体の

運営により災害対策本部全体で情報を共有することが困難となるため、「情報共有ツール等災害対策

本部全体で適時情報共有が図れる仕組みを構築」するよう解説した。具体的にアップデートを推進す

る際は、ＷＥＢ会議システム、ＷＥＢ掲示板、クラウド上の特定フォルダ等、情報を集約する場所（「箱」）

を特定し、その場所に集約される情報を整理するためのツールとして、情報の種類に応じて集約フォ

ーマットを整理したり、集約した情報を要約して俯瞰的に情報を把握できるフォーマットを整理して

いく対応が必要となる。なお、これらフォーマットは既存体制で準備しているものを転用することで

も構わない。 

 以下、これら適時情報共有が図れる仕組みのイメージ図を【図６】で例示する。 

 

 

 

 

 

 

【図５】主なコミュニケーションツールのメリット・デメリット 
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（４）訓練・教育による新体制の浸透 

 前記３（２）③でアップデートの方向性として、リモート対応実施局面を想定してアップデートを

した前記（２）「コミュニケーションツール」や、前記（３）「適時情報共有が図れる仕組み」の実

効性を確保するために、平常時から訓練や教育を実施するよう解説をしたが、具体的にアップデート

を推進する際の参考資料として、実際に実施した訓練イメージを【図７】で例示をする。ここでは、

被災拠点（現地）で活動する要員とリモートで活動する要員に、地震発生時の状況を別々に開示し、

コミュニケーションツールや情報共有ツールを使いながら、対策本部全体で重要情報をとりまとめて、

各種判断を実施していく対応を訓練した。 

 

 

 

 

５. まとめ 

本稿では、従来の災害対策本部からリモート災害対策本部へアップデートするために必要なポイン

トを解説した。テレワーク環境が整っていなかったビフォーコロナにおいては、発災時には対策本部

要員が参集して対応を行うのが一般的な考え方であり、これは参集による諸々の危険を惹起するもの

【図６】適時情報共有が図れる仕組みのイメージ 

【図７】テレワーク環境下における訓練イメージ 

ホ
ワ
イ
ト
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ー
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であったといってよい。コロナによるテレワーク環境の浸透により、多くの企業で参集せずとも安全

な場所から一定の対応が可能となったことを前向きに捉え、是非、災害対策本部体制のアップデート

を進めて頂きたい。 

また、本稿では地震を想定して解説を行ったが、リスクが多様化・激甚化する今日、リモート災害

対策本部はリスクに関わらず有効に機能すると考える。 

本項が些かでも、ニューノーマルにおける災害対応体制の再構築と貴社の持続的な事業の発展に寄

与できれば幸いである。 
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